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第２９回原子力委員会定例会議議事録（案）  
 
 
１．日 時  ２００４年７月２７日（火）１０：３０～１２：１０  
 
２．場 所  中央合同庁舎第４号館７階  共用７４３会議室  
 
３．出席者  近藤委員長、齋藤委員長代理、木元委員、町委員、前田委員  

内閣府  
塩沢審議官、戸谷参事官（原子力担当）  
文部科学省  
原子力課 渡辺課長  
核燃料サイクル研究開発課 加藤課長  
量子放射線研究課 庄崎課長補佐  
国土交通省  
技術安全課 加藤技術開発推進官  
電力中央研究所  
社会経済研究所 鈴木上席研究員  

 
４．議 題  
（１）平成１７年度原子力関係経費の見積りについて（文部科学省、国土交

通省）  
（２）核不拡散を巡る最近の状況について  
（３）その他  

 
５．配布資料  
資料１－１  平成１７年度原子力関係経費の見積りについて（文部科学省）  
資料１－２  平成１７年度原子力関係経費の見積りについて（国土交通省）  
資料２  核不拡散の最近の動向について  
資料３  第２８回原子力委員会定例会議議事録（案）  

 
６．審議事項  
（１）平成１７年度原子力関係経費の見積りについて（文部科学省）  
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標記の件について、渡辺課長より資料１－１に基づき説明があり、以下の

とおり質疑応答があった。  
 
（町委員）もんじゅを活用した福井地区の「研究開発拠点化構想」は、地元

の産業が発展に貢献しながら研究開発の促進を図るものであり、例えばふ

げんの解体では地元企業が参加するべく検討されていると聞いている。「拠

点化」には国際的な意味が含まれているが、地元はどのように国際的な役

割を果たし、発展に繋げるのか。その辺の具体的な話を伺いたい。  
それから、高温ガス炉は、水素製造という観点から国際的にも非常に注

目され、米国も発電と水素製造を併用する試験プラントを建設する計画で

あり、米国との国際協力が重要であると考える。また、ＩＳ（ Iodine－
Sulfur）法は、現在ガラス製の装置で実験を行っており、材料問題を解決
し大規模試験に発展させる必要があり、そのためには民間の協力が必要で

あると思う。  
（加藤課長）「研究開発拠点化構想」についてだが、昨年の秋に福井県知事か

ら検討の要請を受け、今年の２月に文部科学省として、もんじゅ、ふげん、

福井県内の原子力発電所、若狭湾エネルギー研究センター等を活用してこ

の構想に協力できるのではないかとお答えした。もんじゅに関しては、国

際的プロジェクトの中に位置付け、国際的な研究を行い、その成果を地元

の企業に活用してもらえるようにしたい。ふげんの廃炉については、準備

段階から地元企業が廃炉の研究開発、調査等に参加し、さらに将来の廃炉

作業に参加していただくことを考えている。そこで得た技術により、商業

炉の廃炉への参加にも繋がるのではないかと考えている。国際的な役割に

ついてだが、現在既にアジア地域から敦賀に研修生が来ており、これを拡

大したい。ふげんに若干名の研修生が来ており、さらにもんじゅ等を利用

した研修を行えないかと考えている。  
（町委員）ふげんの解体であれば、地元の企業は貢献できる技術を持ってい

るのか。  
（加藤課長）各企業がどんな技術を持っているかを具体的に調べていないが、

地元では敦賀商工会議所を中心に勉強会を始めているので、今後明らかに

なると思う。  
（庄崎課長補佐）高温ガス炉についてだが、ご指摘のとおり米国でもプラン

トを新設する計画があるが、今後米国の計画の具体化にあわせて、具体的

な協力内容を検討していく。既に情報交換等の取組は行っている｡それから、
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民間との協力についてだが、従来も共同研究という形で十分に意見交換を

行ってきたが、現在さらにフォーラム等の意見交換の場を設ける取り組み

を行っている。  
（齋藤委員長代理）ＩＳ法の材料問題についてだが、補足すると、ガラスで

はなく金属あるいはセラミックを用いた研究開発を民間と協力して平成１

５年度より実施しており、１６年度には然るべき額の予算が認められ、相

当な進展があると思う。  
 １２ページの「東海再処理施設の操業」の６（１）に「電気事業者との

既契約に基づく再処理を平成１７年頃に終了」とあるが、今回は平成１７

年度予算の説明なので、「頃」ではなく終了時期がはっきりしているのでは

ないか。その後のふげんＭＯＸ（混合酸化物）燃料等の再処理も含めて、

具体的にどのようなスケジュールになっているのか。  
 １４ページの「プルトニウム燃料製造施設の操業」には「経済性向上の

ための技術開発等を進める」とあるが、定量的にどのようなコスト低減目

標を設定しているのか。  
 ３８ページの「新型転換炉原型炉ふげんの廃止措置準備」に「平成１０

年度から計画的に検討を実施してきた」とあるように、ＪＰＤＲ（動力試

験炉）の廃炉の経験を踏まえて、解体の工程、人工数、作業員の被曝量な

どを評価できるＣＯＳＭＡＲＤコードを原研から導入して検討してきたと

承知しているが、７．には廃止措置に関する事前評価・中間評価が書かれ

ていない。何らかの事前評価・中間評価があるのではないか。  
（加藤課長）「再処理を平成１７年頃に終了」と記載しているが、この再処理

作業は平成１７年度に終了する予定である。  
（齋藤委員長代理）あと何トン残っているのか。  
（加藤課長）平成１２年度から１７年度までに１４５トンを再処理する予定

なので、現在２／３程度終了し、残りは４０トン程度と思うが、正確な数

字を確認し後ほどご説明する。  
 プルトニウム燃料製造の経済性向上の目標についても、確認後ご説明す

る。  
 ふげんの廃止は、これから１０年かけて準備し、その後２０から３０年

かけて廃止措置を行う。従って、廃止措置が始まる前に、その手法等につ

いて評価を行いたいと思う。  
（齋藤委員長代理）平成１６年度にも７０億円という結構な額を投資してい

るのだから、それなりの評価をするべきではないか。  
（加藤課長）７０億円のうち、約半分が使用済燃料の再処理の費用である。  
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（渡辺課長）現在は、廃止措置を始めるための色々な条件を整えていく段階

である。  
（近藤委員長）例えば、安くするのであれば、世界中で一番安いメーカーを

探して頼めばよい。しかし、日本の将来のために廃炉技術を開発するとい

う考え方もある。その辺の理念を、事前評価もしくは他の項目にはっきり

書いたほうがいいと思う。  
（木元委員）１ページの１．基本方針の中段あたり、エネルギー基本計画に

沿って書かれた部分だと思うが、「市場に任せておいては十分な取組みを期

待できない」を「市場に任せるのみでは十分な取組みを期待できない」な

ど、もう少し市場を信頼しているような文言に修正したほうがよいと思う。

また、「その促進を図る」の前に「国民の理解を得つつ」を追加したほうが

良いと思う。やはり、国民の理解を得なければ予算は得られないと考える

べきである。  
（前田委員）８ページの「ＦＢＲサイクル開発戦略調査研究」では、平成１

７年度に第２期の最終取りまとめを行い、「ＦＢＲサイクルの実用化に至る

までの研究開発計画を立案する」とある。開発戦略調査研究を始めたとき

は、２０１５年ぐらいに実用化のための技術を提案することになっていた

と思うが、これを見直すということか。それから、ＧＩＦ（第４世代原子

力システム国際フォーラム）と開発戦略調査研究の連携は具体的にどのよ

うな形で行われるのか。  
 また、「東海再処理施設の操業」には「ＭＯＸ燃料等の処理を通じて軽水

炉再処理技術の高度化等のための技術開発を進めていく」とある。一方、

現行の長計（原子力の研究、開発及び利用に関する長期計画）には、東海

再処理工場における高燃焼度使用済燃料の再処理についても書かれている

が、これは今後どう対応するのか。  
（加藤課長）「ＦＢＲサイクル開発戦略調査研究」の目標年度は、ご指摘のと

おり現在は２０１５年度である。現在２期目の中間評価を行っているが、

周囲の状況が変われば、目標年度が変わる可能性もある。  
（渡辺課長）ＧＩＦとの関係についてだが、現在は協力の枠組みの話をして

おり、中身の検討には入っていない。しかし実態的には、ＪＮＣ（核燃料

サイクル開発機構）のＦＢＲサイクル開発戦略調査研究の担当者が、ＧＩ

Ｆのメンバーに入っており、今後日本の成果をＧＩＦに生かすことができ

ると思う。  
 東海再処理施設における高燃焼度使用済燃料の再処理は、電気事業者の

意向を踏まえつつ、今後どのような技術がどのような時期に必要かを確認



 5

しながら、調整、検討していく。  
（近藤委員長）総合科学技術会議は、その重点化の成果が出ていないので、

非重点分野から吸い上げて、競争的資金に上積みしたいと考えており、ま

た、法人の予算を優先順位付けすることも考えているとのこと。しかし、

今日の資料は、これに対抗するための「原子力の研究開発はこの法人でや

らなければならない」、「１７年度予算のここは譲れない」といった迫力が

無いのではないか。  
（渡辺課長）原子力の開発研究は、色々な方が小さな研究をするというやり

方では進めるのは難しい分野である。放射性物質を扱うには一定の規模の

組織や施設、きちんとした安全管理が必要である。従って、法人ではなく

て分散型の資金配分に重点を置くべき、という考え方は原子力に当てはま

らない。競争的資金に近い形の公募研究も行っているが、やはり、原子力

の中核となる研究は、いろいろな人がアイデアを出して競争してやるので

はなく、相応の組織が一定の計画に基づいて、地に足をつけてやるべきで

ある。今日の資料にはその辺が見えないというご指摘をいただいたので、

今後予算の資料を作成する際にこれを十分踏まえてやっていきたい。  
（近藤委員長）原子力委員会も、総合科学技術会議の姿勢に対し、追加的に

「なぜ研究開発法人に研究資金を集中するべきか」を説明する必要がある

かもしれない。これは特に文部科学省に関わるところが多いので、一緒に

知恵を出していきたいと思う。  
 
 
（２）平成１７年度原子力関係経費の見積りについて（国土交通省）  
 
標記の件について、加藤技術開発推進官より資料１－２に基づき説明があ

り、以下のとおり質疑応答があった。  
 
（齋藤委員長代理）３ページの使用済燃料の中間貯蔵兼輸送用容器について

だが、輸送は国土交通省の所管であり、中間貯蔵は原子力安全・保安院の

所管であると思うが、うまく連携をとって効率的に進めていただきたい。  
（加藤技術開発推進官）今後早急に連絡をとり、そういった体制を組ませて

いただきたいと考えている。  
（齋藤委員長代理）６ページの「講習会の開催による放射性物質安全輸送の

指導」では色々と効果的なことをされていると思う。７．事前評価・中間

評価のところに、アンケートの実施が書かれているが、これは正確には事
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前評価・中間評価には当たらないので、参考として書くべきであると思う。  
（加藤技術開発推進官）ご指摘のとおりであり、修正する。  
（木元委員）講習会については、本当に色々充実していただいていると思う。

原子力に関わる作業は、ほとんどが閉鎖した場所で行われるが、輸送だけ

は不特定多数の人の目に触れるところで行われる。その点に注意していた

だきたい。よろしくお願いします。  
（前田委員）ＩＡＥＡ（国際原子力機関）の輸送規則対応について説明があ

ったが、ＩＭＯ（国際海事機関）にはどのように対応しているのか。  
（加藤技術開発推進官）ＩＭＯは国土交通省が実質的な事務局をしており、

原子力輸送の部局と密接な連携を取っている。海上技術安全研究所で技術

的な検証もしつつ、原子力船関係のルールも含め、きちんと対応している。  
（町委員）ＩＡＥＡでは、核物質防護やテロ対策のプロジェクトを立ち上げ

ており、先日ＩＡＥＡを訪問したときも日本の協力の必要性を盛んに言わ

れた。先程の説明では、輸送に関しては日本は積極的に協力しているとの

ことであり、それは非常に大事であると思う。  
 それから、７ページに書かれている輸送拒否についてだが、実際に何回

か輸送できないことがあった。モリブデン９９という半減期が７０時間の

医療用放射性同位元素を、日本は１００％輸入しており、特にカナダから

の輸入が多いのだが、これを運ぶ飛行機が航空会社のストライキや、同時

多発テロの影響のために飛ばないため、病院が困ったということがあった。

医療用放射性同位元素には寿命が短いものが多いので、輸送拒否に係る危

機管理のあり方についての検討を行うことは重要で、成果を期待したい。  
 
 
（３）核不拡散を巡る最近の状況について  
 
標記の件について、鈴木上席研究員より資料２に基づき説明があり、以下

のとおり質疑応答があった。  
 
（近藤委員長）エルバラダイ提案の中で、プルトニウムを含まないＨＬＷ（高

レベル放射性廃棄物）の国際管理を挙げているのは、小国は国際処分場を

利用すべきというヨーロッパの考えをこの機に乗じて盛り込んだのではな

いかと思う。  
（町委員）カーネギー平和財団の会議で、ブリックス大量破壊兵器委員会委

員長やエルバラダイＩＡＥＡ事務局長が、「核兵器保有国がまず核軍縮をし
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ないと説得力が無い」と述べたが、これに対して核兵器保有国の人は何か

反論したのか。  
（鈴木上席研究員）会議では皆この発言に賛成していた。しかし、「カーネギ

ー平和財団「普遍的遵守（Universal Compliance）」（2004. 6）の提言（案）」
にも書かれているように、アメリカは抑止力として最低限の核兵器戦力の

保有が必要であると言っている。これに対して当然議論は起こるだろうが、

この報告書はドラフトなので、１１月頃までにコメントを出して欲しいと

のことであった。  
（町委員）ＩＡＥＡを訪問した際に、アンドルゥ事務局長補佐官が、ＩＡＥ

Ａの保障措置強化策検討グループは次の２点の検討から始めると述べた。

１点目は、ＮＰＴ（核兵器不拡散条約）第４条で保護されている、原子力

の平和利用を担保するための方策であり、２点目は、使用済燃料と高レベ

ル放射性廃棄物の国際管理方策である。  
 ブッシュ提案では、ＮＰＴ第４条の保障のために濃縮ウラン等必要な資

材を間違いなく供給すると言っているが、これから平和利用をやっていこ

うという国に対して説得力が充分で無く、不満が出ているようである。こ

の辺の状況についてお聴きしたい。  
（鈴木上席研究員）ＮＰＴ第４条がいかようにも解釈でき、平和利用の範囲

のものは認めるべきだが、そうでない疑いがあるものについては、第１条

違反として禁止してもいいという議論もある。例えば、イランの濃縮施設

の場合でも、平和利用として申告されれば、禁止するのは難しい。追加議

定書を締結すれば効力が増すと思われるが、エルバラダイは、そういった

追加議定書に基づき平和利用として申告された濃縮施設でも制限したいよ

うな言い方であった。カーネギー平和財団のグループも、新しく濃縮施設

を作る場合、一国で持たせるのは危険であり、数ヶ国が共同でやれば透明

性が高まり、核兵器製造に転用することは無いだろうと考えている。  
（木元委員）エルバラダイ提案の中の多国籍管理規制とは具体的にどのよう

なものか。例えばこういう組織が必要などと言っているのか。  
（鈴木上席研究員）まだ具体的なことは何も言っていない。  
（前田委員）ウレンコ社のような多国籍企業から技術が流出しており、数ヶ

国共同でやれば大丈夫というわけではないのではないか。  
（鈴木上席研究員）技術の流出と核兵器への転用は別のものである。１国で

あれば議定書から脱退することもできるが、多国籍であればそう簡単では

ない。  
（近藤委員長）多国籍の長所は透明性が確保し安いこと。しかして、これは
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非常に重要だと思う。  
（町委員）まず透明性は追加議定書とフルスコープの保障措置により確保・

強化されるべきだと思う。  
（鈴木上席研究員）追加議定書に対する期待は非常に高い。私も追加議定書

を誠実に実施すれば、かなりの効果があると思う。  
（近藤委員長）追加議定書のの実効性確保に必要な努力の大きさは、各国の

社会システムによることに留意すべきである。  
（鈴木上席研究員）追加議定書を締結していれば、秘密裏に核兵器製造に転

用するのはかなり大変だと思う。  
（町委員）しかし、追加議定書といえども、例えば、通常は環境サンプルを

原子力施設の中や、その周辺何キロといった場所で採取するが、離れた未

申告の場所で濃縮等が行われた場合等、環境サンプルから検知するのは技

術的に難しいので、更なる強化が必要であると思う。  
（鈴木上席研究員）２重基準にならないように、日本の施設に対して同じよ

うな疑惑がかかったときにどう対応するのかということも考えつつ、他国

に対して説明を求めなければならない。まず、追加議定書は最低条件であ

り、さらに透明性を強化するために多国籍で濃縮等を行うといった考え方

をすべきである。  
（前田委員）７ページに日本の対応策が書かれているが、ここで重要なのは、

「利用計画のないプルトニウム回収は認めない」政策をどう具体化するか

ということ。ここできちんと歯止めをかけることが大事である。他の提案

の「民間から国の事業への転換。核物質を国が買い上げ。」といった方策は

簡単に実現するとは思えず、他国の信頼向上には繋がらないと思う。ＭＯ

Ｘ燃料のジャストインタイム方式の製造は、電力が発電所でＭＯＸ燃料を

在庫として持つ計画は立てないと思うので、実際そのようになると思う。  
（鈴木上席研究員）国の役割に関して言いたかったのは、国がプルトニウム

管理及び在庫量の削減について積極的に取り組むという姿勢を示すべきと

いうことである。  
（齋藤委員長代理）９ページの核不拡散研究センターについてだが、欧米の

同様のセンターはどのくらいの規模か。また、日本に作るにはどのくらい

の規模であればいいのか。それから、核拡散抵抗性の定量的な定義はある

のか。  
（鈴木上席研究員）規模は小さくても始められる。例えば、モントレー国際

問題研究所核不拡散研究センターは３人程度で始めて、今は５０人程度の

規模である。規模はそれほど大きなものでなくても、むしろネットワーク
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の核になる組織が必要であり、海外から核不拡散の研究をするときに日本

のパートナーを求められる。今は日本国際問題研究所や、ＪＮＣのグルー

プが対応しているが、民間の組織のほうがよいと思う。  
 それから、核拡散抵抗性の定量化については、ＪＮＣで数年前から研究

をしており、ジェネレーションＩＶでも発表していると思う。ただ、確率

論的リスク解析のように確率を出すところまで出来るかというと、個人的

には懐疑的である。例えば、「核燃料サイクルのどの部分が一番機微なのか」、

「燃料設計を変えればどれだけ抵抗性に差が出るのか」という相対的な比

較をするときにはある程度は使えるかと思う。  
（齋藤委員長代理）これについては、国際的な合意がないとなかなか話が進

まないと思う。  
（近藤委員長）核不拡散研究センターはＮＰＯ (特定非営利活動法人 )程度で
もよいのか。  
（鈴木上席研究員）ＮＰＯでもよいし、大学の中に作ってもよいと思う。  
（近藤委員長）昨今は原子力法人内に組織を増やすのは困難なので、大学な

ど原子力と直接関係の無い組織に作るのがよいと思う。  
 
 
（４）その他  
・事務局作成の資料３の第２８回原子力委員会定例会議議事録（案）が了承

された。  
・事務局より、７月２９日（木）に第４回新計画策定会議が開催される旨、

発言があった。  
・事務局より、８月３日（火）に次回定例会議が開催される旨、発言があっ

た。  
 


